
3.千葉県債について



21

令和6年度の発行計画
千葉県では多様な年限（5年債、10年債、20年債、30年債）を発行しています。
発行に当たっては、地方債全体の発行状況を踏まえつつ、時期の平準化にも努めています。
本県債の需要が高いと判断された場合に、発行金額の増額や新たな年限の発行等に充てる、フレックス枠を設定しています。

計時期
未定分3月2月1月12月11月10月9月8月7月6月5月4月

1,000200200200200200★10年債

4002002005年債

200200★20年債

定時償還(20年)

定時償還(30年)

450450フレックス枠(ESG債含む)

3005050100100共同発行市場公募地方債

1010共同発行市場公募地方債
(ESG債)

2,3604602002002005050300100400400計

※ 上記の発行計画は変更する場合があります。
※ ★がついている発行は主幹事方式による発行としています。
※ フレックス枠は本県債の需要が高いと判断された場合に、発行金額の増額や新たな年限の発行等に充てることとしています。
※ 「共同発行市場公募地方債」は、37の道府県・政令市が共同で発行する市場公募債です。
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ESG債の発行 ～千葉県サステナビリティファイナンス・フレームワーク～

令和５年度に千葉県として初となるサステナビリティファイナンス・フレームワークを公表しました。
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ESG債の発行 ～発行概要～

千葉県として初となるサステナビリティボンドの発行概要は以下の通りです。
県内投資家を中心に、163件の投資家から投資表明を獲得することができました。

概要項目

千葉県令和5年度第7回公募公債（サステナビリティボンド）債券名称

10年（満期一括償還）年限

150億円発行額

1,000万円各公債の金額

0.747％利率

2023年（令和5年）9月8日（金）条件決定、9月25日(月）発行発行時期

野村證券株式会社（事務）、みずほ証券株式会社、大和証券株式会社主幹事証券会社

第三者機関である株式会社日本格付研究所（JCR）より、国際資本市場協会（ICMA）等による
各種原則・ガイドラインへの適合性について、最上位である「SU1（F）/Blue（F）」の評価を獲得第三者評価機関

法人投資家購入対象

163件投資表明件数
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ESG債の発行 ～令和５年度主な充当予定事業～
グリーンプロジェクトでは、河川整備や道路の無電柱化、県有建築物の省エネルギー化など
ブループロジェクトでは、洋上風力発電のメンテナンス港として名洗港の整備など
ソーシャルプロジェクトでは、交通安全施設として歩道整備や、老人福祉施設整備事業など に充当を予定しています。

主なプロジェクト（事業内容）項目
【河川】
河道拡幅・護岸整備等、ダムの施設更新及び機能
確保等、排水機場・水門等の機能確保、堤防・護岸
の補修等、河道内の堆積土砂撤去及び竹木伐採、
危機管理型水位計や河川監視カメラの増設等

【海岸】
高潮、海岸浸食対策等の海岸保全

【砂防】
砂防施設整備・地すべり対策・急傾斜地対策等

河川・海岸
・砂防
整備事業

排水施設整備等の湛水防除、地すべり対策等農地防災
事業

山崩れや地すべりに対する予防工事・被害地の復旧、
海岸防災林等の造成等

治山施設等
事業

無電柱化
道路法面工事

道路防災整備
事業

水門、排水機場の改修整備、護岸整備、胸壁改修
等

港湾整備
事業

合同庁舎整備等県有建築物の
省エネルギー化

グリーンプロジェクト ブループロジェクト
主なプロジェクト（事業内容）項目

名洗港整備洋上風力発電の
メンテナンス事業

海域環境に配慮した漁場の整備
水産総合研究センター再編整備漁場の整備事業

ソーシャルプロジェクト
主なプロジェクト（事業内容）項目

高齢者や子ども、障害者などが利用しやすい交通
安全対策としての施設整備等

交通安全施設の
整備事業

衛星系無線設備再整備工事等防災行政無線
再整備事業

老人福祉施設整備事業補助特別養護老人
ホーム等整備事業

県営住宅の建設、建替、既存住宅の改善工事等公営住宅建設事業
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ESG債の発行 ～グリーン共同債について～

グリーン共同債の概要について

千葉県はグリーン共同発行市場公募地方債（グリーン共同債）にも参加しました。
個別債や、グリーン共同債の発行により、千葉県のSDGs達成に向けた機運醸成を図っていきます。

内容項目

10年（満期一括償還）① 年限

総額1,064億円② 発行額

令和5年11月、令和6年3月③ 発行時期

野村證券株式会社（事務、ストラクチャリング・エージェント）、みずほ証券株式会社、大和証券株式会社④ 主幹事会社

R&I／JCRの2社から取得
（フレームワークおよび個別事業の適合性確認に対して外部評価を取得する予定）⑤ 適合性評価

機関投資家向け⑥ 購入対象

北海道、岩手県、宮城県、福島県、茨城県、栃木県、埼玉県、千葉県、新潟県、富山県、福井県、長野県、 岐阜県、
静岡県、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県、島根県、岡山県、広島県、佐賀県、長崎県、
熊本県、大分県、鹿児島県、
札幌市、仙台市、さいたま市、千葉市、川崎市、新潟市、静岡市、浜松市、京都市、堺市、岡山市、広島市、
北九州市、福岡市

⑦ 参加団体（42）



資金別県債残高の推移（一般会計）資金別県債発行実績の推移
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資金別県債発行実績／残高の推移

本県は多様な方法により資金調達を行っていますが、そのうち市場公募債の発行が約8割を占めています。

※借換債を含む決算ベース ※借換債を含む決算ベース
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会計別県債残高の推移

一般会計による起債残高が9割以上を占めています。
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千葉県債引受シ団一覧／県債の充当事業
5年債、10年債については、引受シンジケート団を組成し、24の金融機関が一定シェアで県債を引き受けており、引受シ団
およびシェアは下表の通りです。
令和4年度の起債分は土木債や臨時財政対策債、借換債を中心に充当しています。

※上乗せの配分は起債ごとに決定

（単位：億円）

1 12

2 41
3 68

農林業施設 48

水産関連施設 20

4 635

道路・街路施設 398

河川海岸港湾施設 209

都市関連施設 25

その他 3

5 13

6 41

7 9

8 674

9 1,471

2,964

臨時財政対策債　674億円

借換債 H24年度発行分　1,249億円
H29年度発行分　222億円

計

その他

警察債

道路公社出資金　1億円
高等学校整備事業　8億円
特別支援学校整備事業　4億円
交通安全施設整備事業　17億円
警察署建設事業　15億円

災害復旧事業　1億円

河川海岸事業　185億円
港湾事業　23億円
公園整備事業　7億円
土地区画整理事業　9億円
公営住宅建設事業　9億円

教育債

総務債

民生債

臨時財政対策債等

道路事業　373億円
街路事業　25億円

漁港建設事業　14億円

土木債

農林水産業債
農業基盤整備事業　22億円
農業大学校整備事業　9億円
農地防災事業　8億円
治山事業　6億円

県有施設再整備事業　6億円
庁舎等管理事業　4億円
社会福祉施設整備事業　35億円

発行県債の充当先 充当額 令和４年度充当の主な事業

千葉県債引受シンジケート団シェア一覧（令和6年度） 県債の充当事業（一般会計・令和4年度）
（単位：％）

1 ㈱千葉銀行（幹事行） 20.5 1 ◎野村證券㈱ 8
2 ㈱みずほ銀行（副幹事行） 12.5 2 ◎大和証券㈱ 8
3 ㈱千葉興業銀行 3 3 ◎SMBC日興証券㈱ 8
4 ㈱京葉銀行 2 4 ◎三菱UFJモルガン・スタンレー証券㈱ 7.5
5 ㈱三井住友銀行 1.4 5 ◎みずほ証券㈱ 7.5
6 ㈱三菱UFJ銀行 1 6 ◎東海東京証券㈱ 4.5
7 ㈱あおぞら銀行 0.4 7 岡三証券㈱ 2
8 三井住友信託銀行㈱ 0.1 8 ゴールドマン・サックス証券㈱ 2
9 ㈱SBI新生銀行 0.1 9 BNPパリバ証券㈱ 0.5

41.00 10 ㈱SBI証券 0.5
11 しんきん証券㈱ 0.5
12 岩井コスモ証券㈱ 0.5
13 丸三証券㈱ 0.5
14 ちばぎん証券㈱ 0.5
15 バークレイズ証券㈱ 0.5
第一幹事上乗せ分 5
第二幹事上乗せ分 2
インセンティブ枠 1

59.0

銀行 シェア シェア

銀行　計

証券会社
（◎＝証券幹事候補社）

上
乗
せ

証券会社計


